
   

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）        

 

妊婦の職業上の化学物質ばく露と胎児死亡との関連について 

（文部科学記者会、山梨県政記者会 同時配付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人山梨大学のエコチル調査甲信ユニットセンター（センター長：山縣然太朗 

社会医学講座教授）の研究チーム（本研究担当者：大岡忠生 社会医学講座特任助教）は、

約 10 万組の親子を対象とした環境省の「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル

調査）」のデータを用いて、妊婦の職業上の化学物質へのばく露と胎児の流産・死産の関連

について解析しました。その結果、妊婦が週 1 回以上の頻度で毛髪染めを使用する職に就

いていた場合、毛髪染めを使用しない職に就いていた妊婦と比較して、死産の発生割合が大

きいことと関連がありました。これにより、特に美容師などの頻繁に毛髪染めを使用する職

種において、妊娠中に毛髪染めを使用する機会を控える注意喚起の必要性が示唆されまし

た。 

なお、妊婦の職業上の化学物質の使用やその頻度は、自記式質問票への回答によって評価

したものであり、血中の化学物質濃度などの客観的な指標を用いたものではありません。 

本研究の成果は、令和３年１１月９日付で刊行された環境医学・公衆衛生分野の国際学術

誌「International Journal of Environmental Research and Public Health」に掲載され

ました。 

※本研究の内容は、すべて著者の意見であり、環境省及び国立環境研究所の見解ではあり

ません。 
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1. 発表のポイント 

・妊婦の職業上の化学物質へのばく露と胎児の流産※1（妊娠 22 週未満）・死産※2（妊娠

22 週以降）との関連を調べた結果、妊娠初期から中期において仕事で毛髪染めの使用頻

度が高くなるほど、死産が発生する割合が大きくなる傾向が示されました。なお、妊娠初

期の職業上の毛髪染めの使用頻度と流産の発生割合との関連は認められませんでした。 

・妊婦の年齢、喫煙習慣、病歴、業務時間、業務上の立ち時間の長さなどの影響を考慮して

も、毛髪染めを使用することがない職に就いていた妊婦に比べて、週 1 回以上の頻度で毛

髪染めを使用する職に就いていた妊婦で、死産発生の割合が大きいこととの関連がありま

した。 

・また、妊婦の年齢、喫煙習慣、病歴、業務時間、業務上の立ち時間の長さなどの影響を考

慮しても、妊娠発覚時の職業が美容師であることと死産の発生割合が大きいこととの関連

が認められました。 

・仕事で使用するその他の化学物質（ガソリン、殺虫剤、漂白剤など）については、妊婦の

職業上の使用頻度と流産・死産との関連は認められませんでした。 

 

2. 研究の背景 

子どもの健康と環境に関する全国調査（以下、「エコチル調査」）は、胎児期から小児期に

かけての化学物質ばく露が子どもの健康に与える影響を明らかにするために、平成 22

（2010）年度より全国で約 10 万組の親子を対象として環境省が開始した、大規模かつ長

期にわたる出生コホート調査です。母体血や臍帯血、母乳等の生体試料を採取保存・分析す

るとともに、追跡調査を行い、子どもの健康に影響を与える環境要因を明らかにすることと

しています。 

エコチル調査は、国立環境研究所に研究の中心機関としてコアセンターを、国立成育医療

研究センターに医学的支援のためのメディカルサポートセンターを、また、日本の各地域で

調査を行うために公募で選定された 15 の大学等に地域の調査の拠点となるユニットセンタ

ーを設置し、環境省と共に各関係機関が協働して実施しています。 

 

【エコチル調査 HP】 

環境省  https://www.env.go.jp/chemi/ceh/ 

エコチル調査コアセンター  https://www.nies.go.jp/jecs/index.html 

エコチル調査甲信ユニットセンター  http://ecochil-koushin.jp/yamanashi/ 



   

 全世界において毎年約 260 万件の死産が発生しており、死産は重大な妊娠合併症の一つ

として対策が急がれています。国際的には「妊娠 1,000 件あたり 12 件以下」の目標が掲

げられていますが、わが国では年間で 1,000 件あたり約 20 件の死産が発生しており、死

産の原因の更なる追究と対策が求められています。 

胎児死亡の原因として、これまで妊婦の年齢、肥満、高血圧、糖尿病、喫煙習慣といった

要因が明らかになっていますが、妊婦の化学物質ばく露と死産の発生との関連についてはよ

く分かっていません。一方で、女性の社会進出が進む現代社会において、妊婦が仕事を続け

ることで、職種によっては意図せずして様々な化学物質にばく露される機会が増えている可

能性が考えられます。 

本研究では、妊婦の職業上の化学物質ばく露およびその頻度と、流産または死産の発生割

合との関連について、疫学的な手法を用いて検討しました。 

 

3. 研究内容と成果 

＜研究対象＞ 

妊婦に対する自記式質問票※5 に有効な回答があり、分娩時の産科医師による診療記録に

生産か死産かの記録がある 101,446 人（うち流産:923 人、死産:379 人）のデータを使用

しました。 

 

＜研究方法＞ 

 日常的に用いることの多い 4 種類の化学物質（①灯油・石油・ベンジン・ガソリン②塩

素系漂白剤③殺虫剤・除草剤④毛髪染め）について、妊娠初期と妊娠中期のそれぞれにおい

て妊婦が仕事で半日以上かけて使用した頻度を回答してもらい、その後の流産と死産の発生

割合との関連を調べました。関連を調べる上で、妊婦の年齢、喫煙習慣、病歴、業務時間、

業務上の立ち時間の長さなど、死産や流産の発生と関連を持つ可能性がある要素について

は、それらの影響を考慮して解析を行い、オッズ比※6 を算出しました。更に、調査した職

種のうち、化学物質に接する機会の多い美容師と農業従事者については、職業への従事その

ものと流産・死産の発生割合との関連について調べる解析も行いました。 

 

＜研究成果＞ 

 妊娠初期から中期において仕事で毛髪染めを使用することがない妊婦の死産の発生割合は

1,000 人当たり 1.6 件でしたが、月に 1～3 回使用する妊婦では 1.9 件、週 1～6 回使用す

る妊婦では 7.7 件、毎日使用する妊婦では 8.1 件となり、仕事で毛髪染めの使用頻度が高



   

くなるほど死産の発生割合が大きいという結果でした（図 1）。また本研究で対象となった

妊婦のうち、仕事で毛髪染めを月に 1～3 回使用する妊婦の割合は全体の約 9%、週 1～6

回使用する妊婦の割合は約 0.6%、毎日使用する妊婦の割合は約 0.4%でした。なお、妊娠

初期の職業上の毛髪染めの使用頻度と流産の発生割合との関連は認められませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、妊婦の年齢、喫煙習慣、病歴、業務時間、業務上の立ち時間の長さなど、死産へ

の影響が推測される他の要因の影響を考慮したところ、仕事で毛髪染めを使用しない妊婦

（不使用群）に比べて、仕事で週 1～6 回使用する妊婦と毎日使用する妊婦で、死産の発生

割合が大きいこととの関連がありました（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

95%信頼区間※7 



   

また、妊娠判明時の職業については、妊娠判明時に美容師以外の職業であった妊婦の死産

の発生割合は 1,000 人当たり 3.4 件でしたが、美容師の職についていた妊婦は 5.8 件であ

り、妊婦の職業が美容師であると他の職業よりも死産の発生割合が大きい結果となりまし

た。 

さらに、前述した死産へ影響が推測される妊婦の因子を考慮した上で、妊娠判明時の職業

が美容師以外の妊婦と比較してみると、美容師である妊婦で死産の発生割合が大きいことと

関連がありました（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、毛髪染め以外の化学物質（灯油・石油・ベンジン・ガソリン、塩素系漂白剤、殺

虫剤・除草剤）については、流産・死産ともに発生割合との関連は認められませんでした。 

また、妊娠判明時の職業が農業従事者であることと死産の発生割合との関連は認められ

ず、流産に関しては妊娠判明時の職業が農業従事者であっても美容師であっても関連は認め

られませんでした。また、農業従事者によく利用される、殺虫剤・除草剤の使用頻度と流

産、死産の発生割合との関連についても検討しましたが、いずれにおいても関連は認められ

ませんでした。 

本研究の限界は、妊婦の職業上の化学物質の使用やその頻度は質問票への回答によって評

価したものであり、血中の化学物質濃度などの客観的な指標を用いたものではない点です。 

 

4. 今後の展開 

分析の結果、妊娠初期から中期において妊婦が毛髪染めを仕事で週 1 回以上使用する群

において死産の発生割合が大きいこととの関連が明らかとなり、毛髪染めの使用頻度が高く

なるほど死産の発生割合が大きくなる傾向が示されました。 

95%信頼区間※7 



   

一般的な毛髪染めに含まれる成分であるアニリン誘導体※8 は、皮膚からの吸収や呼吸に

よる吸引が多量に行われることによって、体内の酸素を運ぶ物質であるヘモグロビン※9 を

酸素が運搬できないメトヘモグロビンに変化させ、死に繋がることもあるメトヘモグロビン

血症※10 を起こすことが知られています。妊婦のお腹の中にいる胎児は、大人と比べてヘモ

グロビンがメトヘモグロビンに変化しやすいことが過去の研究で示されており、妊婦の皮膚

や呼吸を通して体内に侵入した毛髪染めの成分（アニリン誘導体）が胎盤を通して胎児の血

液中に移行し、メトヘモグロビン血症を引き起こすことで死産に繋がる可能性が考えられま

す。 

 これらのメカニズムは本研究から導かれる仮説であり、非常に身近な化学物質である毛髪

染めの成分が胎児に与える影響を確認するために、妊婦の生体試料中の化学物質濃度等の客

観的な指標を用いて今回示された関連を検証する疫学研究や、毛髪染めが胎児へ与える影響

を検討する追加研究等が求められます。 

 

5. 用語解説 

※1 流産：妊娠したにもかかわらず、妊娠 21 週までに何らかの原因で妊娠が継続できない

（赤ちゃんが死んでしまう）状態のことを指します。妊娠 12 週までにおきる流産を早期流

産、12～22 週未満に起きる流産を後期流産といいます。 

※2 死産：妊娠 22 週以降に子宮内で赤ちゃんが亡くなり、亡くなった赤ちゃんを出産するこ

とを指します。 

※3 ばく露：化学物質などの環境要因にさらされることをいいます。 

※4 出生コホート：子どもが生まれる前から成長する期間を追跡して調査する疫学手法で

す。胎児期や小児期の環境因子が、子どもの成長と健康にどのように影響しているかを調査

します。大人になってからも追跡する場合もあります。 

※5 自記式質問票：調査の対象者自身が調査票の質問を読み、回答を記入する質問用紙のこ

とを指します。 

※6 オッズ比：あるばく露がない時に比べて、そのばく露がある時に、健康影響の起こりや

すさを比で表したものです。 

※795%信頼区間：調査の精度を表す指標で、精度が高ければ狭い範囲に、精度が低ければ

広い範囲になります。 

※8 アニリン誘導体：染料（毛染め剤）、プラスチック、発色色素などに含まれる化学物質。

皮膚障害や以下に述べるメトヘモグロビン血症を起こすことが知られています。 



   
※9 ヘモグロビン：赤血球の大部分を占めているタンパク質で、酸素と結合する性質を持

ち、肺から全身へと酸素を運搬する役割を担っています。 

※10 メトヘモグロビン血症：何らかの原因でヘモグロビンが機能不全にいたると、酸素を運

搬できない異常ヘモグロビンであるメトヘモグロビンに変化します。この結果、血液中のメ

トヘモグロビンの濃度が上昇し、全身に酸素不足が引き起こされる状態のことをメトヘモグ

ロビン血症といいます。 
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7. 問い合わせ先 

【取材に関する問い合わせ】  

エコチル調査 甲信ユニットセンター  

事務局長 小田和 早苗  

（山梨大学大学院総合研究部附属出生コホート研究センター  特任助教） 

メール：osanae@yamanashi.ac.jp 

電  話：055-273-1258 

F A X ：055-273-3086 

 

【広報・報道に関する問い合わせ】  

山梨大学 総務部総務課 広報企画室 

メール：Koho@yamanashi.ac.jp 

電  話：055-220-8005、8006 

F A X ：055-220-8799 

 

 

※本研究担当者の大岡忠生は 2021 年 12 月より米国に留学しているため、研究者への取材

はメールまたは WEB で対応させていただきます。 


